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第一部　労働者状態

V　労働者の生活

７　標準生計費

　最低生活費もしくは標準生活費の算出方法は、通常ローントリー方式（マーケット・バスケット方式

というのもこのうちにふくまれる）とエンゲル方式の二つがある。前者は「生計費の各費目ごとに、最

低生活の維持に必要とされる品目、物量を計算し、それぞれの市場価格によって貨幣換算してつみ

あげる」という方式である。後者は必要熱量、栄養量を基礎にした物量の確定を食料費についてだ

けおこない、そうして出されたいわば理論食料費と同額の食料費支出をもつ実態生計費から生活費

の全体を算出する方式である。現在発表されているもののうち、人事院、各県人事委員会の標準生

計費、総評の理論生計費などは前者の、一方、厚生省の生活保護基準は後者の代表例であるが、

人事院や厚生省が算出する生計費には間接的とはいえ賃金規制等の政策的意図がひめられてお

り、そのよってたつ基盤によって生計費水準は大幅に異なっている。

人事院の標準生計費

　これは、国家公務員の給与改訂の参考資料として算出されている。しかし、公共企業体等の労働

組合に組織されている労働者をはじめ、多くの組織労働者および最低賃金法の適用をうける未組織

労働者の賃金決定にも大きな影響を与える性格をもっている。一九七八年四月の世帯人員別生計

費では、四人世帯（東京）で一八万六五五〇円となっている（第71・72表）。

厚生省の生活保護基準

生活保護法の適用をうける場合、その基準となる生計費をいい、この最低生活水準を下回るものに

たいしては、所得補充がおこなわれる建前になっている。第73表によると、東京など一級地の生活

保護標準世帯（夫婦と子ども二人の計四人）にたいする一九七八年度支給額は月額一〇万五五七

七円となっている。なお、全国生活と健康を守る会連合（全生連）の家計調査結果（七七年三月実

施）によると、生活保護世帯の消費支出額は一般勤労者世帯の四八・二％にしかすぎない（本年鑑

一九七九年版一六四ページ以下参照）。

総評の理論生計費

　人事院の標準生計費や厚生省の生活保護基準が、民間の賃金水準を規制する役割を果たすの

にたいして、労働組合が算定する理論生計費は、今日の社会において労働者が世間なみの人間ら

しい暮らしをするのに必要な生計費という意味をもっている。この理論生計費を総評は、全物量マー

ケット・バスケット方式にもとづいて、一九七三年八月基準四人世帯について消費支出三〇万五〇

〇二円、預貯金三万四七〇〇円、非消費支出一一万〇七〇〇円、合計四五万六〇〇〇円と算出

した（本年鑑一九七五年版一四一ページ以下参照）。

　なお、同盟とｌＭＦ・ＪＣの「生涯生活ビジョン」については本年鑑一九七七年版一五一ページ以下を参照
されたい。
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